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【様式１】                           

規制の事前評価書 

 

法律又は政令の名称：絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律施行令の一部を改正

する政令 

規 制 の 名 称：国内希少野生動植物種及び国際希少野生動植物種の追加 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 ※いずれかに○印を付す。 

  担 当 部 局 ：環境省自然環境局野生生物課、同課希少種保全推進室 

  評 価 実 施 時 期：令和５（2023）年 12 月 

 

 

１ 規制の目的、内容及び必要性 

① 規制を実施しない場合の将来予測（ベースライン） 

「規制の新設又は改廃を行わない場合に生じると予測される状況」について、明確かつ簡

潔に記載する。なお、この「予測される状況」は 5～10 年後のことを想定しているが、課題

によっては、現状をベースラインとすることもあり得るので、課題ごとに判断すること。

（現状をベースラインとする理由も明記） 

 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法律第75号。以下「種の保

存法」という。）では、我が国において絶滅のおそれのある野生動植物の種（亜種又は変種を含

む。以下同じ。）を国内希少野生動植物種として指定し（現在442種）、その捕獲等（捕獲、採取、

殺傷又は損傷）、譲渡し等（あげる、売る、貸す、もらう、買う又は借りる）を禁止するととも

に、国際的に協力して種の保存を図ることとされている絶滅のおそれのある野生動植物の種（国

内希少野生動植物種を除く。）を国際希少野生動植物種として指定し（現在812種）、国内流通規

制の対象とすることにより種の保存を図っている。国内希少野生動植物種及び国際希少野生動植

物種は、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律施行令（平成５年政令第17号。

以下「施行令」という。）において指定され、当該種の選定方針は、種の保存法第６条に基づく希

少野生動植物種保存基本方針（平成30年４月17日環境省告示第38号）に明記されている。 

（１）国内希少野生動植物種の追加 

国内希少野生動植物種の追加については、選定に係る実態調査を環境省において実施し、その

個体数が著しく減少しているなどの基準に該当したもののうち、種の存続の困難さによる視点、

施策効果による視点等も加味して候補種を選定し、進めてきたところ。 

今般、上述の実態調査等により野生動植物６種について、個体数や分布その他の必要な生

息・生育情報が得られ、これらの野生動植物種を指定しない場合には、生息・生育環境の悪化

や個体数の減少により種の保存に支障を来し、生物多様性の確保や良好な自然環境の保全に影

響が生じる可能性があり、その保存を図る必要があると認められることから、新たに国内希少
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野生動植物種として追加するものである。 

 

（２）国際希少野生動植物種の追加 

国際希少野生動植物種の追加については、「絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に

関する条約」（以下「ワシントン条約」という。）や、我が国が締結している渡り鳥及び絶滅の

おそれのある鳥類並びにその環境の保護に関する条約又は協定等に基づき、対象種を選定して

いる。ワシントン条約は、商業目的の過度な国際取引による種の絶滅を防ぐための国際条約で

あり、絶滅のおそれの程度及び取引による影響の程度に応じて条約の附属書Ⅰ、Ⅱ、Ⅲに掲載

し、異なる度合いで国際取引を規制している。このうち、最も規制が強い附属書Ⅰ掲載種を、

種の保存法において国際希少野生動植物種に追加することで国内取引を規制し、条約に基づく

国際取引規制の確実な実施を図っている。 

附属書掲載種については、２～３年毎に開催される条約締約国会議（以下「CoP」という。）

の場で改正されるが、CoP19（令和４年 11 月 14～25 日）における前回の附属書改正（令和５年

２月 23 日発効）を踏まえた絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律施行令の一

部を改正する政令（令和５年政令第 29号）の公布日以降に、CoP19 以降の議論を踏まえ

Pachypodium windsorii（パキュポディウム・ウィンドソリイ）を附属書Ⅰに新たに掲載するこ

とが決められたことから、当該種を国際希少野生動植物種として追加する必要がある。附属書

Ｉに掲載された種が国際希少野生動植物種として追加されない場合、ワシントン条約に基づく

国際取引規制によって得られる保全効果が、種の保存法に基づく国内取引規制により十分に補

完されず、当該種の個体数が減少する等、絶滅のおそれが増大する可能性がある。 

 

 

② 課題、課題発生の原因、課題解決手段の検討（新設にあっては、非規制手段との比較に

より規制手段を選択することの妥当性） 

課題は何か。課題の原因は何か。課題を解決するため「規制」手段を選択した経緯（効果

的、合理的手段として、「規制」「非規制」の政策手段をそれぞれ比較検討した結果、「規

制」手段を選択したこと）を明確かつ簡潔に記載する。 

 

（１）国内希少野生動植物種の追加 

［課題及びその発生原因］ 

今回の対象種は、環境省レッドリスト 2020（令和２年３月 27 日公表）において絶滅危惧種（絶

滅危惧ⅠA類、ⅠB類又はⅡ類のカテゴリー）に位置付けられており※、絶滅のおそれのある野生

動植物種として評価されている。これらの減少要因は、開発等による生息・生育環境の悪化や捕

獲・採取、人の踏みつけ等の人為的な要因が挙げられている。 

※一部の種については、環境省レッドリスト 2020 公表後新種として学術論文に記載された種で

あるため環境省レッドリスト 2020 には掲載されていないが、令和５年６月に有識者からなる

環境省レッドリスト分科会において絶滅危惧種相当と評価されたことを踏まえ、対象種として

いる。 
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［規制以外の政策手段の検討］ 

今回の政令改正は、規制の対象となる野生動植物種の追加を行うものであり、規制手法等の措

置枠組みそのものに及ぶものではないことから、規制以外の政策手段は想定されない。 

［規制の内容］ 

種の保存法の国内希少野生動植物種を６種追加する。 

国内希少野生動植物種として指定された場合、生きている個体の捕獲等のほか、個体等の譲渡

し等が原則として禁止され、また販売・頒布目的の陳列・広告が禁止される。 

国内希少野生動植物種の輸出入に当たっては、原則として、外国為替及び外国貿易法（昭和 24

年法律第 228 号。以下「外為法」という。）に基づく承認を受ける義務があり、また、輸出は原則

禁止される。 

 

（２）国際希少野生動植物種の追加 

［課題及びその発生原因］ 

今般、追加する国際希少野生動植物種は、絶滅のおそれがあり、国際取引による影響を受けて

いる又は受ける可能性があるため、国際取引を特に厳重に規制する必要があることから、ワシン

トン条約に基づき商業目的の国際取引が原則禁止される附属書Ｉに掲載された種である。 

 

［規制以外の政策手段の検討］ 

今回の政令改正は、規制の対象となる野生動植物種の追加を行うものであり、規制手法等の措

置枠組そのものに及ぶものではないことから、規制以外の政策手段は想定されないが、規制の対

象から種子や器官及び加工品を除くなど、種の保存のために必要な規制内容や規制の効果を踏ま

えた最適な枠組みを検討した。 

 

［規制の内容］ 

以下のとおり、種の保存法の国際希少野生動植物種（現在 812 種）を１種追加する。 

 きょうちくとう科 １種 

 

国際希少野生動植物種として指定された場合、原則として、個体等の譲渡し等や販売・頒布目

的の陳列・広告が禁止される。ただし、きょうちくとう科については、繁殖させたものの譲渡し

等が禁止の適用除外とされている。また、国際希少野生動植物種の輸出入に当たっては、外為法

に規定する輸出又は輸入の承認を受ける必要がある旨が規定されている。 

 

 

２ 直接的な費用の把握 

③ 「遵守費用」は金銭価値化（少なくとも定量化は必須） 

「遵守費用」、「行政費用」について、それぞれ定量化又は金銭価値化した上で推計すること
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が求められる。しかし、全てにおいて金銭価値化するなどは困難なことから、規制を導入した

場合に、国民が当該規制を遵守するため負担することとなる「遵守費用」については、特別な

理由がない限り金銭価値化を行い、少なくとも定量化して明示する。 

 

 

（１）国内希少野生動植物種の追加 

［遵守費用］ 

・申請者による許可申請等にかかるコスト 

追加指定種については、国内希少野生動植物種の捕獲等、譲渡し等及び輸出について許可申請

等の対象となるため、当該行為を行う場合には許可申請等のための書類作成、提出に係るコスト

が新たに発生する。ただし、許可要件は、学術研究や繁殖等の目的に限られており、国内希少野

生動植物種（特定第二種国内希少野生動植物種 37種を除く。）の捕獲等、譲渡し等の年間の許可

申請件数等は令和４年度実績で年間 940 件、１種当たりの平均は約 2.3 件/年である。今回、国

内希少野生動植物種は６種指定することから、新たに発生が見込まれる許可申請件数は約 13.8

件である。仮に１申請当たり１人日を要するとした場合には、１人日約 19,067 円（4,576 千円

（※1）÷240 日）として、「申請等手続に要する費用×申請等件数」の年間約 26.3 万円程度の遵

守費用が生じることとなる。 

なお、令和４年度の国内希少野生動植物種（特定第二種国内希少野生動植物種を含む。）の輸

出に係る認定書交付申請件数については０件であり、手続が発生することは稀である。 

（※1）国税庁「令和４年度 民間給与実態統計調査結果」を基に、平均給与を 4,576 千円とし

た。 

・販売が規制されることによって逸失する利益 

 インターネット上において、一部の種については過去に１個体数百円～数万円程度で販売され

ている実績があるが、例えば、本規制によってこのような売買ができなくなるので、逸失利益が

発生すると考えられる。 

 

［行政費用］ 

・許可申請等審査にかかるコスト 

現在、国内希少野生動植物種の捕獲等に関する許可申請等手続は、環境省の地方支分部局であ

る各地方環境事務所及び自然環境事務所で実施しており、譲渡し等及び輸出入に関する許可申請

等手続は環境省自然環境局野生生物課にて実施している。国内希少野生動植物種（特定第二種国

内希少野生動植物種を除く。）の捕獲等、譲渡し等の許可申請等手続件数は令和４年度実績で年

間 856 件であり、１種当たりの平均は約 2.3 件/年である。今回、国内希少野生動植物種は６種

を追加するため、新たに発生する許可申請等に係る審査手続は 13.8 件/年程度であると想定され

る。仮にこれらの事務について１件当たり２人日程度要するとした場合には、１人日約 20,637 円

（412,747 円（※２）÷(20 日））とすると、約 57 万円程度を要することとなる。 

また、令和４年度の国内希少野生動植物種（特定第二種国内希少野生動植物種を含む。）の輸

出の認定書の交付については０件であり、手続が発生することは稀である。 

（※２）人事院「令和５年国家公務員給与等実態調査の結果」の平均給与月額より、平均月額を
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412,747 円とした。 

 

（２）国際希少野生動植物種の追加 

［遵守費用］ 

・申請者による許可申請等にかかるコスト 

追加指定種については、国際希少野生動植物種の譲渡し等、販売頒布目的の陳列・公告及び

輸出入について許可申請や個体等登録（種の保存法第 20 条第１項に基づく事前登録）等の対

象となるため、当該行為を行う場合には許可・登録申請等のための書類作成、提出に係るコス

トが新たに発生する。譲渡し等の年間の許可申請・届出等の件数は、令和４年度実績で年間 248

件であり、国際希少野生動植物種は 812 種であったことから、１種当たりの平均は約 0.3 件/

年である。 

また、国際希少野生動植物種の輸出入に係る手続の件数は、令和４年度実績で年間 31 件で

あったことから、１種当たりの平均は約 0.04 件/年である。また、令和４年度（令和４年７月

～令和５年６月）の個体等登録の申請件数は 939 件であり、国際希少野生動植物種のうち登録

対象種が 595 種であることから、１種当たりの平均登録申請件数は約 1.6 件／年である。今

回、国際希少野生動植物種を１種追加することから、新たに発生が見込まれる年間の譲渡し等

の許可申請・届出等の件数は約 0.3 件、輸出入の助言等の件数は約 0.04 件、登録申請件数は

約 1.6 件、計約 1.94 件である。仮にこれらの事務について１件当たり１人日を要するとした

場合には、１人日約 19,067 円（※1を基に算出）として、「申請等手続に要する費用×申請等

件数」の年間約 3.7 万円の遵守費用が生じることとなる。令和４年度に登録を受けた個体等の

数（点数）は 9,801 点であることから、１種追加の場合、年間に増加する登録数は約 16.5 点

である。さらに、個体等登録に当たっては、種の保存法に基づく個体等登録機関（現在は一般

財団法人自然環境研究センター）に１点当たり５千円の手数料を納付する必要があるため、１

種追加の場合年間約８万３千円の手数料負担が想定される。 

・販売が規制されることによって逸失する利益 

  今回国際希少野生動植物種に追加される種（Pachypodium windsorii（パキュポディウム・

ウィンドソリイ））に関しては、繁殖が比較的容易であり、日本国内の流通も認められるため、

一定の逸失利益が発生する可能性がある。ただし、当該種を含むきょうちくとう科については、

繁殖させたものの譲渡し等が禁止の適用除外とされているところ、種子から栽培した繁殖由来

の実生苗が主に流通していることから、譲渡し等の規制による影響は限定的であると考えられ

る。 

 

［行政費用］ 

・許可申請等審査にかかるコスト 

① 譲渡し等の許可等 

現在、国際希少野生動植物種の譲渡し等に関する許可等申請等手続は、環境省自然環境局野

生生物課にて実施している。国際希少野生動植物種の譲渡し等の許可申請等手続件数は、令和

４年度実績で年間 248 件であり、１種当たりの平均は約 0.3 件/年である。今回、国際希少野

生動植物種は１種追加することから、新たに発生が見込まれる許可申請件等に係る審査手続は
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約 0.3 件/年であると想定される。仮にこれらの事務について１件当たり２人日程度要すると

した場合には、１人日約 20,637 円とすると、約８万円を要することとなる。 

② 輸出入の許可 

現在、国際希少野生動植物種の輸出入に関する手続は、経済産業省貿易経済協力局貿易管理

部貿易審査課野生動植物貿易審査室にて実施している。国際希少野生動植物種の輸出入等の手

続は、令和４年度実績で年間 31 件であり、１種当たりの平均は約 0.04 件/年である。今回、

国際希少野生動植物種は１種を追加することから、新たに発生が見込まれる手続は約 0.04 件

/年であると想定される。仮にこれらの事務について１件当たり２人日程度要するとした場合

には、１人日約 20,637 円とすると、約２千円を要することとなる。 

③ 個体等登録に係る手続 

個体等登録に関する事務は、種の保存法に基づく個体等登録機関が行っており、登録申請者

から個体等１点当たり５千円の手数料を徴収することで、事務に要する費用を賄っている。令

和４年度の登録申請件数は 939 件であり、国際希少野生動植物種のうち登録対象種が 595 種で

あることから、１種当たりの平均件数は 1.6 件/年である。今回、国際希少野生動植物種は１

種を追加することから、年間約 1.6 件の登録関係事務が新たに発生する見込みである。仮に当

該事務について１件当たり２人日程度要するとした場合には、１人日約 19,067 円（※1を基に

算出）とすると、年間約 6.1 万円を要することとなる。 

 

④ 規制緩和の場合、モニタリングの必要性など、「行政費用」の増加の可能性に留意 

規制緩和については、単に「緩和することで費用が発生しない」とするのではなく、緩和

したことで悪影響が発生していないか等の観点から、行政としてモニタリングを行う必要が

生じる場合があることから、当該規制緩和を検証し、必要に応じ「行政費用」として記載す

ることが求められる。 

 

（対象外） 

 

 

 

３ 直接的な効果（便益）の把握 

⑤ 効果の項目の把握と主要な項目の定量化は可能な限り必要 

規制の導入に伴い発生する費用を正当化するために効果を把握することは必須である。定

性的に記載することは最低限であるが、可能な限り、規制により「何がどの程度どうなるの

か」、つまり定量的に記載することが求められる。 
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（１）国内希少野生動植物種の追加 

当該６種の捕獲等、譲渡し等、輸出を規制することにより、絶滅のおそれのある野生動植物の

種の絶滅を回避し、種の保存を図ることができるため、生物多様性の確保や良好な自然環境の保

全に繋がる。国内希少野生動植物種のうち、これまで生息・生育環境の改善等により指定を解除

した種は２種であり、現在保全の取組を実施している国内希少野生動植物種についても一部の種

で回復傾向が見られている。このように、今後、当該６種についても国内希少野生動植物種に追

加することで生息・生育環境の保全等の取組が実施されれば、種の絶滅の回避が見込まれる。 

 

（２）国際希少野生動植物種の追加 

今回追加する１種の国内取引等を規制することにより、ワシントン条約に基づく国際取引規制

の確実な実施を図り、ひいては野生動植物種の絶滅を回避し、種の保存を図ることができるため、

生物多様性の確保や良好な自然環境の保全に繋がる。国際条約の締約国における保全施策の推進

により、野生個体が十分に回復し安定すると、ワシントン条約の附属書 I から附属書 II に移行

され、種の保存法の規制対象からも除外されることとなる。当該１種についても、国内取引規制

により国際取引規制の実効性を強化し、原産国における種の保存に貢献することが期待される。 

 

 

⑥ 可能であれば便益（金銭価値化）を把握 

把握（推定）された効果について、可能な場合は金銭価値化して「便益」を把握すること

が望ましい。 

 

絶滅のおそれがある野生動植物の種の保存を図ることによる生物多様性の確保や良好な自然

環境の保全に資することが便益であるが、絶滅のおそれのある野生動植物の種の絶滅を回避し、

種の保存を図ること等の金銭的価値化の手法は確立されていないことから、金銭価値化は行われ

ていないため、便益の定量的な記載は困難である。 

なお、個々の種の保存による金銭的価値化は困難であるものの、生物多様性や生態系サービス

の経済的価値の評価手法に係る研究は行われており、生態系の一部である絶滅のおそれがある野

生動植物の種の保存も含む生物多様性の確保や良好な自然環境の保全に便益があることについ

ては一定の知見がある。 

 

 

⑦ 規制緩和の場合は、それにより削減される遵守費用額を便益として推計 

規制の導入に伴い要していた遵守費用は、緩和により消滅又は低減されると思われるが、

これは緩和によりもたらされる結果（効果）であることから、緩和により削減される遵守費

用額は便益として推計する必要がある。また、緩和の場合、規制が導入され事実が発生して

いることから、費用については定性的ではなく金銭価値化しての把握が強く求められてい

る。 
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（対象外） 

 

 

 

４ 副次的な影響及び波及的な影響の把握 

⑧ 当該規制による負の影響も含めた「副次的な影響及び波及的な影響」を把握するこ

とが必要 

副次的な影響及び波及的な影響を把握し、記載する。 

※ 波及的な影響のうち競争状況への影響については、「競争評価チェックリスト」の結

果を活用して把握する。 

 

（１）国内希少野生動植物種の追加 

今回追加する当該６種の国内希少野生動植物種を販売する事業を実施している場合、販売目的

の陳列・広告及び譲渡し等が禁止されることから事業を継続できなくなるが、指定に先駆けて実

施した事前調査においては当該種の販売を生業としている事例は確認されておらず、また、販売

が行われている場合も、飼育用や観賞用として個人的又は小規模に行われていることから、規制

による影響は限定的と考えられる。 

一般に、ある種が国内希少野生動植物種に指定された場合、既存事業者も新規参入事業者も同

様に捕獲等、譲渡し等、販売目的の陳列又は広告ができなくなることから、事業者間の競争に負

の影響を及ぼすことはないと考えられる。 

また、規制前に取得した個体等を保有している場合も、学術研究や繁殖以外の目的での譲渡し

等ができなくなるものの、所持自体は引き続き可能であることから影響は限定的であると考えら

れる。 

 

（２）国際希少野生動植物種の追加 

今回追加する１種（Pachypodium windsorii（パキュポディウム・ウィンドソリイ））について

は、原則、譲渡し等及び販売・頒布目的の陳列・広告が禁止される。ただし、施行令に掲げる要

件に該当する場合には、個体等登録を受けることによりこれらの行為が可能となり、また、当該

種を含むきょうちくとう科については、繁殖させたものの譲渡し等は禁止の適用除外であるとこ

ろ、主に種子から栽培した繁殖由来の実生苗が流通していることから、譲渡し等の規制による影

響は限定的と考えられる。 

国際希少野生動植物種が追加指定された場合、既存事業者も新規参入事業者も同様に個体等登

録を受ける必要があることから、事業者間の競争に負の影響を及ぼすことはないと考えられる。 

 

 

５ 費用と効果（便益）の関係 
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⑨ 明らかとなった費用と効果（便益）の関係を分析し、効果（便益）が費用を正当化で

きるか検証 

上記２～４を踏まえ、費用と効果（便益）の関係を分析し、記載する。分析方法は以下の

とおり。 

① 効果（便益）が複数案間でほぼ同一と予測される場合や、明らかに効果（便益）の方

が費用より大きい場合等に、効果（便益）の詳細な分析を行わず、費用の大きさ及び負

担先を中心に分析する費用分析 

② 一定の定量化された効果を達成するために必要な費用を推計して、費用と効果の関係

を分析する費用効果分析 

③ 金銭価値化した費用と便益を推計して、費用と便益の関係を分析する費用便益分析 

 

上記２～４のとおり、効果（便益）を金銭価値化することは難しいが、絶滅のおそれがある野

生動植物の種の保存を図ることで生物多様性の確保や良好な自然環境の保全に資することが効

果（便益）である一方で、追加的に生じ得る遵守費用及び行政費用は比較的少額と考えられるた

め、明らかに効果（便益）が費用より大きいと考えられ、当該規制を導入することが妥当である。 

 

 

 

６ 代替案との比較 

⑩ 代替案は規制のオプション比較であり、各規制案を費用・効果（便益）の観点から 

比較考量し、採用案の妥当性を説明 

代替案とは、「非規制手段」や現状を指すものではなく、規制内容のオプション（度合

い）を差し、そのオプションとの比較により導入しようとする規制案の妥当性を説明する。 

 

（１）国内希少野生動植物種の追加 

国内希少野生動植物種は種の保存法に基づき、政令で定めることとされていること、また、今

回の改正は規制手法等の措置枠組みそのものには及んでいないが、当該６種について、規制内容

が異なる国内希少野生動植物種、特定第一種国内希少野生動植物種、特定第二種国内希少野生動

植物種という３つの枠組みのうち、種の保存のために必要な規制内容や規制の効果を踏まえて最

も適する枠組みを検討し、選定した。例えば、流通目的の捕獲等及び譲渡し等の規制により保全

効果が期待できる種や多様な主体による保全の取組が期待できる種は、規制範囲が国内希少野生

動植物種よりも限定的な特定第二種国内希少野生植物種とし、個体数や生息・生育地が特に限ら

れている等さらに厳しい規制が必要な種は国内希少野生動植物種、商業的に個体の繁殖をさせる

ことが可能であり、流通することが種の保存に資すると考えられる種は特定第一種国内希少野生

動植物種に選定する等の検討を行った上で、当該６種は全て国内希少野生動植物種とすることと

した。 
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（２）国際希少野生動植物種の追加 

国際希少野生動植物種は、種の保存法に基づき、政令で定めることとされていること、また、

今回の改正は規制手法等の措置枠組そのものには及んでいないものであることから、代替案は想

定されない。なお、規制の対象から種子や器官及び加工品を除くなど、種の保存のために必要な

規制内容や規制の効果を踏まえた最適な枠組みを検討した。 

 

 

７ その他の関連事項 

⑪ 評価の活用状況等の明記 

規制の検討段階やコンサルテーション段階で、事前評価を実施し、審議会や利害関係者から

の情報収集などで当該評価を利用した場合は、その内容や結果について記載する。また、評価

に用いたデータや文献等に関する情報について記載する。 

 

（１）国内希少野生動植物種の追加 

「令和４年度国内希少野生動植物種の選定に関する検討会」（令和５年６月 27 日開催）等にお

いて指定候補種の検討や情報収集を行った。また、種の保存法第４条第７項の規定において、施

行令の制定又は改廃に当たって野生動植物の種に関し専門の学識経験を有する者の意見を聴か

なければならないこととされており、この規定に基づき設置した「希少野生動植物種専門家科学

委員会」（令和５年 12 月 22 日開催予定）にて、指定候補種の流通状況や種の保存法の規制内容

を説明、検討した上で、当該６種を国内希少野生動植物種に指定することについて意見聴取を行

う。なお、種の保存を図ることによる生態系保全等の効果を金銭価値化することは困難であり、

両会議では種の生態や生息・生育環境の現状を踏まえ、必要な規制や保全策について検討してい

る。 

 

（２）国際希少野生動植物種の追加 

今回追加する１種（Pachypodium windsorii（パキュポディウム・ウィンドソリイ））は、附属

書Ⅰ掲載種である Pachypodium baronii（パキュポディウム・バロニイ）の変種（つまり同じ規

制対象種）として扱われていたが、CoP14（平成 19 年）において命名法が変更され、１つの種と

して分類されるとともに附属書Ⅱに掲載されることとなった。しかし、その後附属書Ⅰからの削

除及び附属書Ⅱへの掲載は不適切であったとして、CoP19 以降にワシントン条約事務局内で議論

され、令和５年２月 10 日付けワシントン条約事務局通知（No. 2023/015）により、CoP19 におけ

る附属書改正（令和５年２月 23 日発効）により当該種を附属書Ｉへ包含する旨が締約国に周知

されたもの。当該通知を受領した時点で、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法

律施行令の一部を改正する政令に係る閣議決定（同年１月 31 日）及び公布（同年２月３日）が

完了していた。 

また、（１）と同様、「希少野生動植物種専門家科学委員会」（令和５年 12 月 22 日開催予定）

において、国際希少野生動植物種を指定することについて意見聴取を行い、指定候補種の流通状
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況や種の保存法の規制内容を説明、検討した上で、国際希少野生動植物種に指定することについ

て意見聴取を行う。なお、種の保存を図ることによる生態系保全等の効果を金銭価値化すること

は困難であり、両会議では種の生態や生息状況の現状を踏まえ、必要な規制や保全策について検

討している。 

 

 

８ 事後評価の実施時期等 

⑫ 事後評価の実施時期の明記 

事後評価については、規制導入から一定期間経過後に、行われることが望ましい。導入した

規制について、費用、効果（便益）及び間接的な影響の面から検証する時期を事前評価の時点

で明確にしておくことが望ましい。 

なお、実施時期については、規制改革実施計画（平成 26年 6 月 24 日閣議決定）を踏まえる

こととする。 

 

当該規制については、施行から５年後（令和 11年）に事後評価を実施する。 

 

 

⑬ 事後評価の際、費用、効果（便益）及び間接的な影響を把握するための指標等をあら

かじめ明確にする。 

事後評価の際、どのように費用、効果（便益）及び間接的な影響を把握するのか、その把握

に当たって必要となる指標を事前評価の時点で明確にしておくことが望ましい。規制内容に

よっては、事後評価までの間、モニタリングを行い、その結果を基に事後評価を行うことが必

要となるものもあることに留意が必要 

  

事後評価に向け、以下の指標により費用、効果等を把握することとする。 

（１）国内希少野生動植物種の追加 

・遵守費用：新たに発生した許可申請等件数。 

・行政費用：新たに発生した手続件数。 

・効果：指定した種のうち、絶滅しなかった種数。 

指定した種のうち、生息・生育状況が改善した種数。 

 

（２）国際希少野生動植物種の追加 

・遵守費用：許認可等申請件数及び個体等登録申請の件数及び個体等の点数 

・行政費用：許認可等手続件数及び登録された個体等の件数 

・効果：指定した種のうち、絶滅しなかった種数または附属書 II に移行された（種の保存法の

規制対象から除外された）種数 

 


